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埼玉県宅建協同組合第 20 回通常総会 

次   第 

 

司 会 

1. 開   会 

 

2. 理事長挨拶 

 

3. 議 長 選 出 

 

4. 議   案 
第1号議案 令和６年度事業報告書並びに決算関係書類承認の件 

第2号議案 令和７年度事業計画書、収支予算書並びに経費の賦課及び徴収方法決定の件 

第3号議案 手数料、使用料、貸付利息及び保証料の最高限度決定の件 

第4号議案 借入金残高の最高限度額決定の件 

第5号議案 役員（理事・監事）報酬決定の件 

 

5. 閉   会 



第１号議案 令和６年度事業報告書並びに決算関係書類承認の件 

令和６年度事業報告書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） 

 

I． 事業活動の概況に関する事項 

１． 事業年度（末日）における主要な事業内容、当該事業年度における事業の経過及びその成果  

令和 6年度の当組合は、公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会（以下｢宅建協会｣

という。）では制約される共益事業の実施主体としての役割を果たすため、事業及び

組織の拡大策を推進しました。 

加入促進活動では、昨年度に引き続き「U-50（50 歳以下）経営者：女性経営者（代

表者）応援キャンペーン」を実施した他、「宅建協会支部新規加入組合員獲得キャンペ

ーン」や「新規組合員紹介キャンペーン」を実施し、組合員数は 1,900 社を突破し、

2,000 社目前となりました。 

事業活動では新たに、クレジットカード決済端末設置を行うイオンフィナンシャル

サービス㈱と住宅設備販売を行うエクシーズ㈱、ベットの割引販売を行うフランスベ

ット㈱と業務提携し、組合員向けサービスの拡充を図る他、組合ビジネス塾の開催や

全宅住宅ローンの普及促進等を実施いたしました。 

また、当組合の主要事業でもある少額短期保険推奨 3社（宅建ファミリー共済、日

本共済、東京海上ミレア）の普及や家賃債務保証（エルズサポート、アークシステム

テクノロジーズ）の斡旋、火災保険（東京海上日動火災）の販売業務も実施して参り

ました。 

さらに、昨年度に引き続き「組合員応援キャンペーン（サービス利用料の一部負担）」

も実施することで、組合員による提携企業の利用促進と組合サービスの効果的な PR

を図りました。 

福利厚生事業では、ゴルフイベント「埼玉宅建組合 CUP2024」の開催による組合員

の親睦促進、浦和レッズフェアプレーキッズの開催や試合観戦チケットの販売、東京

ディズニーリゾートパークチケット等利用券の頒布など、組合員の福利厚生事業の拡

充を積極的に図りました。 

以下、各事業の詳細をご報告致します。 

 

（１） 共同事業の実施状況 

① 加入促進活動について 

加入促進活動を下記の通り実施し167社が新規加入となり、期末の組合員は1,979

社になりました。 

(ア) 加入促進パンフレットの配布 

宅建協会入会希望者への配布や埼玉県宅建会館等に各種チラシを設置する

など、加入促進 PR 及び提携業者の PR を行いました。 

(イ) 組合広報等による加入促進 

組合員限定サービスや優遇商品等を紹介した「組合サービスガイド」を頒布

し、組合加入によるメリットを全面に打ち出すことで加入促進・PR活動を実施

いたしました。 

(ウ) 加入促進キャンペーンの実施 

宅建協会支部を対象に加入促進キャンペーンを実施しました。キャンペーン

期間（令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）に 167 社が加入し、PR 宣伝費

として 1組合員あたり既存会員に対し 5,000 円、新規会員に対しては 2,500 円

を宅建協会支部に交付しました。 
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(エ) 宅建協会支部での組合加入受付実施 

167 社が宅建協会支部において加入手続を行い、受付事務費として受付 1 件

あたり 1,000 円を交付しました。 

(オ) 新規加入組合員への加入特典 

新規加入組合員への特典として、ハトたまのぼり旗を配布しました。 

 

② 教育及び情報の提供に関する事業 

組合員の事業経営及び業務知識の向上を図るため、以下の講習会等を実施しました。 

(ア) 組合ビジネス塾の開催 

Web 研修と集合研修の併用により、多くの組合員に研修機会を提供すること

ができました。 
回数 開催日 テーマ 講師 申込者数 

第 77 回 6.4.9 
よくわかる!!不動産業者のビジネス

マナー 

NPO 法人 日本レジデンシャル・ 

セールスプランナーズ協会 

理事長 土屋 克己氏 

147 名 

第 78 回 6.6.10 
知らなきゃ危ない!？ 
不動産の相続と共有名義 

深沢綜合法律事務所  

弁護士 柴田 龍太郎 氏 
311 名 

第 79 回 6.9.13 
活用しよう！不動産業者の補助金と

採択率の上げ方 

補助金工房株式会社  
代表取締役 大桑 克博 氏 164 名 

第 80 回 6.12.13 契約不適合と宅建業者の責任 

(一財)不動産適正取引推進機構  
調査研究部上席研究員  
中戸 康文 氏 

417 名 

(イ) 住宅新報社主催の登録講習を組合員割引価格で提供 

(ウ) ホームページを活用した組合員の業務に関連した情報の提供 
 

③ 共同購買に関する事業 

組合員の仕入れコスト削減を図るため、次の共同購買事業を実施しました。 

(ア) ハトたまのぼりの販売 

(イ) 賃貸管理ソフト賃貸名人の斡旋販売 
 

④ 共済事務に関する事業 

組合員の事業経営向上を図るため、賃貸入居者総合保険の少額短期保険会社3

社（宅建ファミリー共済、日本共済、東京海上ミレア少額短期保険）を推奨し、

普及に取り組みました。 

【令和7年3月31日現在の代理店数】 

  宅建ファミリー共済代理店 729社 

  日本共済代理店 104社 

  東京海上ミレア少額短期保険代理店 40社 

 

⑤ 住宅ローン事務代行 

宅建会館1階に出店している「長期・固定金利」の全宅住宅ローン㈱代理店によ

り、組合員の住宅ローン支援業務を行いました。営業社員2名体制で組合員店舗へ

訪問するなど普及促進を行い、令和6年度の融資実行件数は86件になりました。 

 

⑥ 火災保険等販売に関する事業 

東京海上日動火災保険㈱との代理店契約に伴い火災保険の販売業務を行いました。 

 

⑦ 広報活動に関する事業 

組合員に対する組合活動の周知や共同宣伝等、下記の広報活動を実施しました。 
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(ア) 組合広報「組合サービスガイド」の頒布 

(イ) 浦和レッドダイヤモンズ法人会員制度等を利用した広告の実施 

(ウ) 宅建協会と共催した新年賀詞交歓会開催による組合 PR 
 

⑧ 福利厚生に関する事業 

以下の事業を実施し、組合員の福利厚生及び親睦活動を促進しました。 
(ア) ゴルフイベント「埼玉宅建組合 CUP2024」の開催 

〔日 程〕 令和 6年 11 月 5 日（火） 

〔場 所〕 PGM 武蔵ゴルフクラブ 

 〔参加者〕 60 名 

(イ) 浦和レッズフェアプレーキッズの開催 

 浦和レッズホームゲーム前に選手とフェアプレーキッズが一緒に入場・

整列できる権利を組合員限定で販売をいたしました。 

〔日 程〕 令和 6年 12 月 8 日（日） 

〔場 所〕 埼玉スタジアム 2002 

〔参加者〕 22 名（フェアプレーキッズ 11 名・保護者 11 名） 

(ウ) 東武トップツアーズとの提携による旅行企画商品の特別割引による斡旋 

(エ) 組合支部への活動交付金の交付（宅建協会支部本店会員に対する組織率の高い組合支部対象） 

(オ) 組合員応援キャンペーン（サービス利用料の一部負担）の実施 

(カ) 浦和レッズ戦ビューボックス・試合観戦チケットの販売 

(キ) 東京ディズニーリゾート・コーポレートプログラム加入による当該パー

クチケット等利用券の頒布 

 

⑨ その他の事業 

組合員の営業活動に必要な事業として、各分野の企業等と提携しサービスを

提供しました。 
(ア) ㈱ゼンリンと提携し住宅地図を常時割引価格で斡旋しました。 

(イ) ㈱住宅新報と提携し書籍を割引価格で斡旋しました。 

(ウ) 商工中金の事業資金融資制度を紹介しました。 

(エ) 埼玉県宅建会館 1 階ロビーのデジタル証明写真機器で組合員等の宅地建物

取引士法定講習会受講申請及び資格登録申請を補助しました。 

(オ) ㈱サニックスと提携し太陽光発電パネルの設置顧客紹介の斡旋を行いました。 

(カ) （一財）ハトマーク支援機構の事業周知を行いました。 

(キ) 日本ハム㈱、プリマハム㈱ギフト商品の割引販売斡旋を行いました。 

(ク) 全宅ファイナンス㈱へ事業性資金等の紹介を行いました。 

(ケ) アットホーム㈱、マイソク㈱の店舗設置備品の割引販売斡旋を行いました。 

(コ) ㈱ピーシーコネクト図面作成ソフトの割引販売斡旋を行いました。 

(サ) 埼玉縣信用金庫との組合員サポート推進を行いました。 

(シ) ㈱日建学院との提携による同社受験対策講座の特別学費提供を行いました。 

(ス) ㈱イチネンパーキングとの提携による事業用地紹介斡旋を行いました。 

(セ) エルズサポート㈱、アークシステムテクノロジーズ㈱との提携による家賃債

務保証の斡旋を行いました。 

(ソ) 住宅保証機構㈱との提携による「まもりすまい安心パートナーパック」斡旋業務を行いました。  

(タ) 三菱オートリース㈱、オリックス自動車㈱との提携によるリース割引販売斡旋を行いました。 
(チ) ㈱フューチャーアース研究所との提携による不動産特化型 LED パネルの割 

引販売斡旋を行いました。 
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(ツ) ホームネット㈱との提携による「見まもっ TEL プラス」斡旋業務を行いました。 

(テ) フジ相続税理士法人との提携による「相続税還付手続きによる更正の請求」 
等の斡旋を行いました。 

(ト) ㈱シードとの提携による時間貸し駐車場の斡旋を行いました。 
(ナ) UGR コーポレーション㈱との提携による地盤調査等の斡旋を行いました。 
(ニ) 榮太樓商事㈱との提携による贈答品等の割引販売斡旋を行いました。 
(ヌ) ファミリー引越センター㈱との提携による引越し運送の斡旋を行いました。 
(ネ) ㈱キッズウェイとの提携によるインターネットサービス等の斡旋を行いました。  
(ノ) 綜合警備保障㈱との提携によるホームセキュリティの割引販売斡旋を行いました。 
(ハ) JRC㈱との連携による不動産営業クリニックの斡旋を行いました。 
(ヒ) さいたま商工会議所との連携による事業承継相談・支援を行いました。 
(フ) ㈱タスとの提携による不動産評価サービスの販売促進を行いました。 
(ヘ) ㈱国際地学協会の提携による不動産書籍割引販売を行いました。 
(ホ) ㈱綿半ドットコムとの提携による住設機器等のネット通販を行いました。 
(マ) イオンフィナンシャルサービス㈱との提携によるクレジットカード決済端末設置の斡旋を行いました。 
(ミ) エクシーズ㈱との提携による住宅設備販売の斡旋を行いました。 
(ム) フランスベット㈱との提携によるベットの割引販売斡旋を行いました。 

 
２． 直前 3事業年度の財産及び損益の状況（当該事業年度は含まない） 

項目 
前期 

（R5年度） 

前前期 

（R4年度） 

前前前期 

（R3年度） 

資産合計 89,540,767 89,756,460 83,351,305 

純資産合計 86,767,419 85,936,815 79,217,433 

事業収益合計 61,000,600 73,196,268 72,178,779 

当期純利益金額 900,604 6,804,382 7,037,908 

 

 

II． 運営組織の状況に関する事項 

１． 総会の開催状況 

第19回通常総会 

日時  令和6年5月30日（木）午後1時30分 

場所   埼玉県宅建会館 3F研修ホール 

議題  第1号議案  令和5年度事業報告書並びに決算関係書類承認の件 

    第2号議案  令和6年度事業計画書、収支予算書並びに経費の賦課 

及び徴収方法決定の件 

第3号議案 手数料、使用料、貸付利息及び保証料の最高限度決定の件 

第4号議案 借入金残高の最高限度額決定の件 

第5号議案 役員（理事・監事）報酬決定の件 

第6号議案  任期満了に伴う役員（理事・監事）の改選の件 

 

出席組合員数 1,413人（本人出席48人、書面議決748人、委任状出席617人） 

出席理事・監事数 理事20名 監事3名 

議案の議決状況 第1号議案～第6号議案原案通り異議なく可決承認 
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２． 理事会の開催状況 

開催回数・開催年月日・場所 議        案 

第1回 R6.4.26 午前11時 

宅建会館 研修ホール 

出席理事/監事数 19 名/3 名 

（全議案可決承認） 

（報告事項） 

(1) 浦和レッズフェアプレーキッズの開催報告について 
(2) 埼玉県宅建協同組合加入促進キャンペーン結果について 
(3) 組合ビジネス塾について 
(4) 全宅住宅ローンの利用申込み状況について 
(5) 脱退申請者について 
(6) 組合支部活動交付金について 

（審議事項） 

(1) 加入申請者の承認について 

(2) 令和５年度事業報告書並びに決算関係書類について 

(3) 埼玉県宅建政治連盟との共催事業について 

第2回 R6.5.30 午後2時10分 

宅建会館 第2会議室 

出席理事/監事数 19 名/3 名 

（全議案可決承認） 

（審議事項） 

(1) 理事長、副理事長及び専務理事選任の件 

(2) 理事長代理決定の件 

(3) 運営協議委員選任の件 

第3回 R6.8.29 午後1時 

宅建会館 研修ホール 

出席理事/監事数 21 名/2 名 

（全議案可決承認） 

（報告事項） 

(1) 組合ゴルフイベントの開催について 

(2) 組合ビジネス塾の開催について 

(3) 全宅住宅ローンの利用申込み状況について 

(4) 埼政連不動産政経フォーラムの開催について 

(5) 日本ハムマーケティング㈱のノベルティ販売について 

(6) 脱退申請者について 

（審議事項） 

(1) 加入申請者の承認について 

(2) エクシーズ㈱との業務提携について 

(3) イオンフィナンシャルサービス㈱との業務提携について 

第4回 R6.12.5 午後1時 

宅建会館 研修ホール 

出席理事/監事数 19名/3名  

（全議案可決承認） 

（報告事項） 

(1) 組合ゴルフイベントの開催について 

(2) 組合ビジネス塾の開催について 

(3) 全宅住宅ローンの利用申込み状況について 

(4) 脱退申請者について 

（審議事項） 

(1) 加入申請者の承認について 

(2) 新規提携企業について 

第5回 R7.3.4 午後1時 

宅建会館 研修ホール 

出席理事/監事数  20名/2名  

（全議案可決承認） 

（報告事項） 

(1) 埼玉県宅建協同組合加入促進キャンペーン状況について 

(2) ピーシーコネクト 間取りクラウド「AI 間取り」機能の追加について 

(3) 全宅住宅ローンの利用申込み状況について 

(4) 組合ビジネス塾の開催について 

(5) Youtube 広告の実施結果について 

(6) 脱退申請者について 

(7) その他 浦和レッズフェアプレーキッズの開催について 

（審議事項） 

(1) 加入申請者の承認について 

(2) 埼玉県宅建協同組合加入促進キャンペーンについて 

(3) 提携企業の PR について 

(4) 不動産評価サービス「TAS－MAP」の初回登録料金負担の継続について 

(5) 東京海上ミレア少額短期保険㈱との業務委託契約書の一部変更承認について  

(6) 通常総会の開催（日時・会場・議案・資料）について 

(7) その他 組合支部活動交付金に関する変更（案）について 
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３． 組合員数及び出資口数の増減 

① 本年度における加入及び脱退の状況は以下の通りです。 

期  首 

期  間  中  異  動 

期  末 

加  入 脱  退 口数変更 （減少） 

組合員数 出資口数 組合員数 出資口数 組合員数 出資口数 組合員数 出資口数 組合員数 出資口数 

1,872 社 3,890 口 167 社 168 口 60 社 110 口 0 社 0 口 1,979 社 3,948 口 

② 令和6年度末（令和7年3月31日現在）の出資金額について 

期末の出資金額は19,740,000円（3,948口）になりました（1口の金額5,000円）。 

 

 

４． 役員に関する事項（役員の氏名及び職制上の地位） 
地   位 氏    名 

理 事 長 飯田 成寿 

理事長代理 渡邉 勝久 

副理事長 市川 雅巳 鳥山   勉 小林 忠男 小野 忠義 村上 昌巳 

専務理事 奥山   寛 

理   事 

松永 好夫 松島 義浩 金子 一夫 富田   満 木村 忠義 

三城 貴広 横田   等 川端  登 栗原  武 保坂 金一 

小林   勝 江本 昌央 林辺 知春 細井 保雄 橋本 太樹 

尾形   修     

運営協議委員 江原 貞治 奥冨   浩 井上  敏   

監   事 柴田   忠 豊田  茂 井上 忠孝   

 

 

 

 

 

  

 

 

５． 施設の設置状況 
施設の名称 所在地 

主たる事務所 さいたま市浦和区東高砂町6－15 埼玉県宅建会館内 

 

 

III． その他組合の状況に関する重要な事項   

該当なし 

 

総  会 

理事（24名） 

理   事   会 

理事長・理事長代理・副理事長・専務理事 

事務局 

監事 

（3名） 

運営協議委員 

（3名） 
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監 査 報 告 書 

 

中小企業等協同組合法第 40 条第 5 項によ り 、 組合から 受領し た第 20 期財産目録、

貸借対照表、 損益計算書、 剰余金処分案及び事業報告書を監査し た。  

 

１ ． 監査方法の概要 

  決算関係書類及び事業報告書の監査のため、 会計に関する 帳簿、 書類を閲覧し 、

計算書類について検討を 加え、 必要な実査、 立会、 照合及び報告の聴取、 理事会議

事録の閲覧、 重要な事業の経過報告の聴取その他通常と る べき 必要な方法を用いて

調査し た。  

 

２ ． 監査結果の意見 

（ １ ） 財産目録、 貸借対照表、 損益計算書は、 組合の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示し ている 。  

（ ２ ） 剰余金処分案は、 法令及び定款に適合し ている 。  

（ ３ ） 事業報告書は、 法令及び定款に従い、 組合の状況を正し く 表示し ている 。  

 

令和 7 年 4 月 22 日 

埼玉県宅建協同組合 

監 事 

 

                     柴  田      忠     ㊞  

                  監 事 

 

                     豊  田      茂     ㊞  

                  監 事 

 

                     井  上   忠  孝     ㊞  
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第２号議案 

令和７年度事業計画書、収支予算書並びに経費の賦課及び徴収方法決定の件 
 

１． 令和７年度事業計画（案）（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

当組合は、公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会（以下｢宅建協会｣という。）で

は実施が制約されるビジネス支援や福利厚生部門を担う団体として、事業活動と組織

の活性化を推進してまいります。 

設立 20周年を迎える今年度は、事業面で、組合員のビジネス支援事業を軸として、

組合ビジネス塾の開催、推奨少額短期保険会社・家賃債務保証会社の活用促進、全宅

住宅ローン・火災保険等販売の促進、インスペクション事業者の斡旋、企業と提携し

た各種サービスの割引斡旋、共同購買などの各種事業を実施するとともに、組合員ニ

ーズを生かした新規事業への取組みを強化します。 

また、福利厚生事業では、親睦ゴルフ大会の開催や利益還元事業として組合員親睦

活動、組合支部への活動交付金支給を行ってまいります。 

組織面では 2,200 組合員を目標に、ホームページ等を活用し組合の魅力を積極的に

発信するとともに、加入促進キャンペーンや宅建協会会員への加入を働きかけてまい

ります。 

公営住宅管理業務の共同受注については、中期的な実現を視野に地方公共団体等へ

の継続的な提案活動を実施いたします。 

ビジネス支援メニューの充実、事業収益拡大と組合員への還元を通じて、｢入って

得する組合｣を目指し、すべての宅建協会会員加入を目標に今年度も積極的に取り組

んでまいります。 

具体的な事業計画については以下に記載いたします。 

 

（1）加入促進活動 

下記の加入促進策を実施する。 

① 「組合サービスガイド」の配布、各種会議・研修会でのＰＲ活動 

② ホームページを活用した加入促進 

③ 加入促進キャンペーンの実施 

④ 宅建協会支部での加入手続実施（事務委託） 

 

（2）教育及び情報の提供に関する事業 

組合員等の事業経営及び業務知識向上を図るため、次の講習会並びに情報の提供

を行う。 

① 講習会の開催 

組合員の事業経営向上及び組合員従業者の業務知識向上に結びつく新規ビ

ジネス学びの場としての｢組合ビジネス塾｣を開催する。 
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② 情報の収集・提供 

組合員の業務に関する情報を収集し、組合ホームページや「組合サービス

ガイド」などを通じて提供する。 

 

（3）共同購買に関する事業 

組合員の仕入れコストの削減を図るため｢ハトたまのぼり｣を組合員からの委託

を受けて組合が購買するほか、その他の物品販売を実施する。 
 種類 購買量 単価 購買高 組合員売上高 手数料率 組合収入 

ハトたま 

のぼり 
200本 700円 112,200円 140,000円 

1個につき 

139円 
27,800円 

合計 200本 700円 112,200円 140,000円 － 27,800円 

（4）共済事務に関する事業 

賃貸入居者総合保険の少額短期保険業者として全国トップクラスの代理店規模

であり、事故発生時の対応と財務の健全性に優れ、代理店事務が簡便で高率な手数

料確保などのメリットがある少額短期保険会社３社（㈱宅建ファミリー共済、日本

共済㈱、東京海上ミレア少額短期保険㈱）を推奨し、組合員への普及促進を図る。 

 

（5）住宅ローン事務代行事業 

   組合員が取り扱う住宅ローン融資を支援するため、長期・固定金利で安心の「全

宅住宅ローン」の事務代行を行う。 

 

（6）火災保険等販売に関する事業 

東京海上日動火災保険㈱との代理店契約に伴い火災保険、生命保険等の販売業

務を行う。 

 

（7）広報活動に関する事業 

組合員に対する組合活動の周知、組合員の取り扱う商品の販路の維持を図るため

「組合サービスガイド」・組合ホームページによる広報活動を実施する。また、浦

和レッドダイヤモンズ法人会員制度を利用し広告宣伝活動も実施する。 

 

（8） 福利厚生に関する事業 

① 宅建協会とタイアップした組合員親睦ゴルフ大会の開催など組合員交流事業を

実施する。 

② 利益還元事業として組合員親睦活動の実施や宅建協会支部会員数に対する組織

率の高い組合支部に活動交付金を交付し支部組合員の親睦活動を促進する。 

③ 組合員等死亡、病気災厄等に対する見舞金を支給することにより行う。尚、こ

の事業は賦課金収入により行う。 

（9）共同受注に関する事業 

組合員の受注機会の拡大並びに経営の安定を図ることを目的として、公営住宅

管理について、中期的な受注を視野に入れながら地方公共団体等に対して継続的

な提案活動を実施する。 
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(10)その他の事業 

各企業と提携し、組合員の経営にとって有益な様々なサービスを斡旋する。 

① ㈱ゼンリンとの提携による住宅地図の割引販売斡旋 

② ㈱住宅新報、㈱大成出版との提携による書籍の割引販売斡旋 

③ アットホーム㈱、㈱マイソクとの店舗内設置備品の割引販売斡旋 

④ 日本ハム㈱、プリマハム㈱ギフト商品の割引販売斡旋 

⑤ ㈱日建学院との提携による同社受験対策講座の特別学費提供 

⑥ ㈱ピーシーコネクト図面ソフトの割引販売斡旋 

⑦ ㈱イチネンパーキングとの提携による事業用地紹介斡旋 

⑧ ㈱サニックスとの提携による太陽光発電パネルの設置顧客紹介斡旋 

⑨ 不動産取引資金、事業資金等の提携金融機関への斡旋（※斡旋手数料は徴収しない。） 

⑩ 埼玉縣信用金庫との組合員サポート推進 

⑪ 全宅ファイナンス㈱との代理店契約に伴う事業資金等の斡旋 

⑫ デジタル証明写真機器を設置し組合員等の宅地建物取引士法定講習会受講申請等の補助 

⑬ 住宅保証機構㈱との提携による「まもりすまい安心パートナーパック」の斡旋 

⑭ エルズサポート㈱、アークシステムテクノロジーズ㈱との提携による家賃債務保証の斡旋 

⑮ 三菱オートリース㈱、オリックス自動車㈱とのリース割引販売斡旋 

⑯ ㈱フューチャーアース研究所との提携による不動産特化型ＬＥＤパネルの割引販売斡旋 

⑰ フジ相続税理士法人との提携による「相続税還付手続きによる更正の請求」等の斡旋 

⑱ 東武トップツアーズ㈱との提携による募集型企画旅行商品の割引斡旋 

⑲ ＵＧＲコーポレーション㈱との提携による地盤調査等の斡旋 

⑳ 榮太樓商事㈱との提携による贈答品等の割引販売斡旋 

㉑ ファミリー引越センター㈱との提携による引越し運送の斡旋 

㉒ ㈱キッズウェイとの提携によるインターネットサービス等の斡旋 

㉓ 綜合警備保障㈱との提携によるホームセキュリティの割引販売斡旋 

㉔ ＪＲＣ㈱との連携による不動産営業クリニックの斡旋 

㉕ さいたま商工会議所との連携による事業承継相談・支援 

㉖ ㈱タスとの提携による不動産評価サービス「TAS-MAP（タス マップ）」の斡旋 

㉗ ㈱国際地学協会との提携による不動産関係書籍の割引販売斡旋 

㉘ ㈱綿半ドットコムとの提携による通信販売サービスの斡旋 

㉙ イオンフィナンシャルサービス㈱との提携によるクレジットカード決済端末設置の斡旋 

㉚ エクシーズ㈱との提携による住宅設備販売の斡旋 

㉛ フランスベット㈱との提携によるベットの割引販売斡旋 

㉜ その他 

 

２．令和7年度収支予算書（案）（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで） 

令和7年度収支予算書（案）資料（ P17～P18 参照 ） 
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３．経費の賦課及び徴収方法 

賦課金の額（案） 1人年額 6,000円（賦課金6,000円） 

※但し、新規加入年度については加入申込月から年度末（3月）まで

の月割り（月数×500円）にて徴収するものとする。 

 

徴収方法（案）  9月までにその年分を一括納入とする。 

※ 消費税の取り扱い 

* 賦課金は、課税対象外として取り扱いますから課税仕入れにはなりません。 

 

第3号議案  

手数料、使用料、貸付利息、及び保証料の最高限度決定の件 

  一般手数料（案） 扱い高の25％を最高限度とする。 
       （※一般手数料の具体的割合は理事会において決定する。） 

使用料・貸付利息・保証料（案） 事業の計画が無いので徴収しない。 

 

第4号議案  

借入金残高の最高限度額決定の件 

借入金残高の最高限度額（案） 借り入れは行わない。 

 

第5号議案  

役員（理事・監事）報酬決定の件 

理事報酬（案）  無報酬とする。 

監事報酬（案）  無報酬とする。 
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科　 目 金額( 円) 備　 考

Ⅰ． 事業収入

教育事業受託収入 100, 000 宅建試験講習会等

共同購買事業収入 140, 000 ハト たま のぼり 組合員売上高

共済事務代行事業収入 22, 175, 700 推奨少額短期保険等

受取事務手数料収入 2, 000, 000 全宅住宅ロ ーン代理店事務取次手数料

受取事務委託費収入 600, 000 宅建協会よ り 事務委託費

受取代理店事業収入 1, 000, 000 東京海上日動火災保険代理店取次手数料

事業収入計 26, 015, 700

Ⅱ． 賦課金等収入

一般賦課金収入 12, 300, 000 年額6, 000円×2, 000社他

賦課金収入計 12, 300, 000

Ⅲ． 事業外収入

雑収入 5, 500, 000

事業外収入計 5, 500, 000

43, 815, 700

令和７ 年度収支予算書（ 案）

令和７ 年４ 月１ 日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で

 収入の部

合　 計
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科　 目 金額( 円) 備　 考

Ⅰ． 事業費

教育情報事業費 1, 000, 000 講習会等の開催・ 情報提供等

共同購買事業費 112, 200 事業計画書のと おり

共同宣伝事業費 12, 520, 000 各種広報活動、 入会促進Ｐ Ｒ 費及びキャ ンペーン費等

福利厚生事業費 6, 300, 000 ゴルフ大会、 支部活動交付金、 新年賀詞交歓会開催費用等

　 代理店事業費 500, 000 紹介手数料

事業費計 20, 432, 200

Ⅱ． 一般管理費

職員給与手当 12, 710, 500 職員給与等

事務委託費 600, 000 月額50, 000円×12ヶ 月

旅費交通費 400, 000 会務関係旅費

通信費 500, 000 電話料、 郵便料、 振込手数料等

印刷費 450, 000 イ ベント チラ シ・ 出資証券印刷費等

什器備品費 200, 000   

賃借料 1, 500, 000 全宅住宅ロ ーン代理店事務室家賃他

共益費 120, 000 全宅住宅ロ ーン代理店事務室共益費

事務用品費 400, 000 文房具等

会議費 2, 100, 000 総会、 理事会、 部会等開催費

交際費 100, 000

関係団体負担金 120, 000 埼玉県中小企業団体中央会会費

施設負担金 600, 000 月額50, 000円×12ヶ 月

租税公課 1, 700, 000 法人税、 消費税、 印紙代等

雑費 600, 000

業務委託費 450, 000 口座振替の委託

一般管理費計 22, 550, 500

Ⅲ． 事業外費用 0

事業外費用計 0

Ⅳ． 予備費 833, 000

43, 815, 700合　 計

 支出の部
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当組合は SDGs に賛同しその実現に向けて取り組んでいます。 

紙資源削減の為、総会資料をコンパクトにさせていただきました。 

見づらい箇所がございましたら当組合 HP（下記二次元バーコード参

照）にデータをアップしておりますのでそちらでご確認ください。 

何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。 

 

 

 

 


